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■
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

■
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　施策番号900番、昨年度で廃止した事業、指定管理者制度導入施設の管理運営事業などの評価対象外事業はこちらに記入。

事業名 所管室課 事業名

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

所管室課

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

平成 30 年度

実施区分

⑥

（千円）

※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

平成 30 年度

実施区分

⑤

（千円）

※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

平成 30 年度

実施区分

④

（千円）

※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

平成 30 年度

実施区分

③

（千円）

※課題があるものは■

事業名 所管室課

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

　近隣各市での就園奨励費補助金の状況を勘案し、市町村間での格差を是正するために実施してお
り、就園奨励費補助金を補完して、就園率の維持、幼児教育の普及に寄与している。しかし、令和元
年(2019年） 10月から幼児教育・保育の無償化が実施されることになり、就園奨励費補助金が新たな
給付制度に再構築されることになる。新たな給付制度では、全国で統一的に、所得に関わらず、保育
料相当額の給付費を上限額まで支給することになるため、本事業は、私立幼稚園就園奨励費補助金
支給事業と併せて令和元年(2019年） ９月を以って廃止する予定である。

平成 30 年度 縮小又は
再構築な

ど

事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

② 就園奨励特別対策事業 保育幼稚園室
私立幼稚園就園奨励費補助金を補完して子ども・子育て支援新制度
に移行していない私立幼稚園に通園する児童の保護者に補助金を
支給

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

89,144
※課題があるものは■

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

　私立幼稚園に通園する児童の保護者の経済的負担を軽減することにより、就園率の維持、幼児教
育の普及に寄与している。しかし、他国での幼児教育に係る費用の無償化も進む中、我が国において
も生涯にわたる人格形成の基礎を培う幼児教育の重要性と幼児教育に係る費用の負担軽減による
少子化対策の面から、幼児教育・保育の無償化が子ども・子育て支援法の改正により実施されること
になり、新たな給付制度に再構築されるため、本事業は、令和元年(2019年）９月を以って廃止の予定
である。

平成 30 年度 縮小又は
再構築な

ど

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

①
私立幼稚園就園奨励費補

助金支給事業
保育幼稚園室

子ども・子育て支援新制度に移行していない私立幼稚園が保育料の
減免を行う場合に、私立幼稚園からの受領委任を受け、各世帯の市
民税所得割額に応じ、保護者に就園奨励費補助金を支給

事業全体が法定
事務

（千円）

545,685
※課題があるものは■

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート

411 施策 就学前の教育・保育の充実

 就園奨励事業 枚のうち 枚目

施策コード

管理事業　　　　　　　　　　　　　　

評価対象年度 平成３０年度

1


